
第 6号様式 (第 10条関係 )

東 京 都 知 事  殿

郵便番:―号‐   106‐ 0047

特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地

東京都港区南麻布 5‐ 2‐32興和広尾 ビル2F

特定非営利活動法人の名称

特定非営利活動法人社会基盤ライフサイク

令和 3年  月  日

メン ト研究会

代表者

電話番号

ファクシミリ番号

氏争1´‡
“
8島な

瑶9←留開54GXト

裕   司

03‐6408‐6199

事 業 報 告 書 等 提 出 書

前事業年度(令和2年 1月 1日 から令和2年 12月 31日 まで)の事業報告書等について、特定非営利活動

促進法第29条 (同法第52条第1項 (同法第62条において準用する場合を含む。)の規定により読み替

えて適用する場合を含む。)及び特定非営利活動促進法施行条例第4条の規定に基づき、下記の書類を

提出します。

記

1 事業報告書  1部
2 活動計算書  1部
3 貸借対照表  1部
4 財産目録:  1部
5 前事業年度の年間役員名簿   1部
6 前事業年度末日における社員のうち 10人以上の者の名簿 1部

備考

1 特定非営利活動促進法第52条第 1項 (同法第62条において準用する場合を含む。)の規定により

提出する場合は、1か ら6ま での書類の提出は各 1部 とします。

2 特定非営利活動促進法第52条第 1項 (同法第62条において準用する場合を含む。)の規定により

提出する場合は、「特定非営利活動法人の主たる事務所の所在地」欄に都内における事務所の所在

地を併記 してください。

3 5の書類は、前事業年度において役員であった者全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの

者についての前事業年度における報酬の有無について記載 した名簿のことです。
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令和 2年度 事 業 報 告 書

令和 2年 1月 1日  から 令和 2年 12月 31日 まで

1 事業の成果
国内外の中央政府・地方自治体・企業・ コミュニティ・市民等に対して、シニアエンジエアの豊富な

経験と知識を活用 した社会基盤ライフサイクルマネジメン トに関する調査、研究開発、政策提言および

技術・法務・経営サポー ト活動事業等を行 うことを目的に、会員および政府 。地方自治体・企業などの

担当者に対して、社会基盤ライフサイクルマネジメン トに関する技術検討受託業務、自治体の法務・経

営サポー ト活動ならびにITツ ールによる広報活動を行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

(2)その他の事業
なし。

事 業名 事業 内容 実施 同時 実施場所
従事者の

人数
受益対象者の
範囲及び人数

事業費の金
額(千円)

(1)

調査。研究
開発事業

インフラ基盤高齢化社会工学
研究(ジェロントロジィー )導入
準備

2年 1月 ～
12月

東 京 3名

不特定多数

74

全国まちづくりNPO調査・報
告書作成

2年4月 ～
6月

東 京 2名 321

(一般)人生 100年社会デザイ
ン財団立ち上げから運営準
備

2年8月 ～
12月

東 京 3名 101

(2)

政策提言 。

提案事業

地方 自治体の道路橋を例に、
その維持管理の現況と今後
の対応策についての検討と自
治体の調査実施

2年 1月 ～
12月

山 口・岡 山 3名
6名

(自 治体 )

15

国土交通省主催「インフラメン
テナンス国民会議」中国ブ
ロック地方フォーラム活動

2年 1月 ～
12月

広島・鳥取 4名 約 120名

(3)

技術等経営
サポート
事業

インフラマネジメントテクノロ
ジーコンテストの協賛

2年110月 東 京 2名 不特定多数 51

NPO法人『 CNCP』活動報告
会 :南房総CCRC事業研究会

2年 1月 ～
12月

東 京 1名 35名 30

土木学会と連携して設立・稼
働 中の中間支援組織

『 CNCP』の法人会員としての

運営支援

2年 1月 ～
12月

土木学会他 3名
約 50名

(NPO辛去メ、)

24

(4)

人材 育成・

広報活動事
業

ホームページによる活動状況
や会員投稿欄・行事を一般に
広報

2年 1月 ～
12月

東 京 2名 不特定多数 163
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令和2年度  活動計算書

令和2年 1月 1日から令和2年 12月 31日 まで

特定非営利活動法人 社会基盤ライフサイクルマネジメン ト研究会

円 )

科 目 金 額

510,000
660.000
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Ｕ

20

1,170,000

0

0

400,000

20

444,730
0

444.730

333,912

205,760
88,552
39,600

0

0

303,960
0

303.960

7,013
81,152
2,954
7,225

0

98.344

77 642

389,074

0

0

389,074
0

389,074
1,944,194
2.333.268

I 経常収益
1 受取会費

正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 受取寄附金
受取寄附金

3 受取助成金等
受取補助金

4 事業収益
(1)調査・研究開発事業
(2)政策提言事業
(3)技術等経営サポー ト活動事業
(4)人材育成・広報活動事業

5 その他収益
受取利息

経常収益計
Ⅱ 経常費用

1 事業費
(1)人件費

給料 。手当
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
会議費・諸会費等
旅費交通費
通信・運搬費
備品・消耗品費
その他経費計

事業費計
2 管理費

(1)人件費
役員報酬
給料手当
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
会議費・諸会費等
旅費交通費
通信・運搬費
備品・消耗品費
家賃・光熱費等
その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

経常外費用計
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越
次期繰越

正味財産額
正味財産額
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令和2年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人 社会基盤 ライフサイクルマネジメン ト研究会

重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日 、2011年 11月 20日 一部改正

よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当ナシ
(2)固定資産の減価償却の方法

該当ナシ
(3)引 当金の計上基準

該当ナシ
(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当ナシ
(6)消 費税等の会計処理

税込方式による。

NPO法人会計基準協議会)に

2.事 業別損益の状況

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
該当ナシ

使途等が制約された寄附金等の内訳
該当ナシ

固定資産の増減内訳
該当ナシ

借入金の増減内訳
該当ナシ

役員及びその近親者 との取引の内容
該当ナシ

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項
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サポー ト活動

(4)
人材育成 。広
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-378.642 768.182 389.540

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4、 事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給与・事業手当
福利厚生費
人件費計

(2)その他経費
会議費・諸会費
旅費交通費
通信・運搬費
備品 。消耗品費
家賃・光熱費
その他経費計

経常費用計
当期経常増減額 -95,462 -14,740 -105,210 -163,230



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和2年度 貸借対照表

令和2年 12月 31日現在

特定非営利活動法人 社会基盤ライフサイクルマネジメン ト研究会

(単位 :円 )

科 日 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収金 (平成31年度売上債権 )

未収金 (平成31年度会費未収)

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

2,333,734

0

0

2,333,734

0

333

0

0

0

0

0

1,944,194

389,540

2,333,734

2,333,734



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和2年度 財産目録

令和 2年 12月 31日 現在

特定非営利活動法人 社会基盤 ライフサイクルマネジメン ト研究会

(単位 :円 )

科 日 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

銀行普通預金

未収金

売上債権

会費未収金

産 合 計流 動 資

2 固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

計

　

計
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社員のうち10人以上の者の名簿

令和2年 12月 31日 現在

壁:定:差」菫1壺i襲:盤:塾」:挫:襲翻:板:工:[獲l望:Zιヒ[廷饉Z五:企]:究金

氏   名 住 所 又 は 居 所

1

2

中 村 裕 司 東京都 日黒区柿の本坂1丁 目16番 19号

鈴 木  泉 東京都文京区水道 1丁 目12番 1-503号

3 横 塚  雅 実 神奈川県横浜市都筑区仲町台5丁 目7番2-611号

4 相 澤 正 司 東京都豊島区東池袋2丁 目38番-4-2002号

5 神  弘 夫 千葉県浦安市日の出3-3-C-1502号 シーガーデン新浦安

6 山 中 鷹 志 岡山県岡山市北区庭瀬141-13

7 足 立 忠 郎
神奈川県横浜市磯子区汐見台一丁目5番地3コスモ横濱汐見台パーク

サイドヒルズ204号

8 塚 原 健 一 東京都杉並区方南1丁 目30番3号

9 有 岡 正 樹 東京都武蔵野市吉祥寺東町三丁目15番 13号

10 宮 下 裕 美 千葉県柏市常盤台1番 17号

―

―

―

―

ト

ー

ー

ー



令和2年度 年間役員名簿

令和2年 1月 1日 から令和2年 12月 31日 まで

役 名 氏  名 住 所 又 は 居 所 就任期間
報酬を受けた

期 間

理 事 中 村 裕 司 東京都目黒区柿の木坂1丁 目16番 19号
令和2年 1月 1日 ～
令和2年 12月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理 事 鈴 木  泉 東京都文京区水道 1丁 目12番 1-503号
令和2年 1月 1日 ～

令和2年 12月 31日
年 月 日

～ 年 月 日

理 事 横 塚 雅 実
神奈川県横浜市都筑区仲町台5丁 目7

番2-611号
令和2年 1月 1日 ～
令和2年 12月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

東京都豊島区東池袋2丁 目38番-4-

2002号
令和2年 1月 1日 ～

令和2年 12月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理 事 神  弘 夫
千葉県浦安市日の出3-3-C-1502号シー

ガーデン新浦安
令和2年 1月 1日 ～
令和2年12月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理 事 山 中 鷹 志 岡山県岡山市北区庭瀬141-13 令和2年 1月 1日 ～
令和2年 12月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理 事 足 立 忠 郎
神奈川県横浜市磯子区汐見台1丁 目5番
3号-204号

令和2年 1月 1日 ～

令和2年 12月 31日
年 月 日

～ 年 月 日

監 事 塚 原 健 一 東京都杉並区方南1丁 目30番3号
令和2年 1月 1日 ～
令和2年 12月 31日

年 月 日
～ 年 月 日

理 事 1相 澤 正 司



書式第20号 (法第23条関係 )

役員名簿及び役員のうち報酬を受ける者の名簿

令和2年 12月 31日 現在

役 名
(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所 報酬の有無 役職名等
氏  名

理 事

(再任)

●カムラ ユウシ
゛
)

東京都目黒区柿の本坂1丁 目16番19号 毎 理事長
中村 裕 司

2
理  事

(再任)

(u't ,{,l')
東京都文京区水道1丁 目12番1-503号 征 副理事長

鈴木  泉

理  事

(再任)

(ヨ
コツカ マサミ)

神奈川県横浜市都筑区仲町台5丁 目7番 2-611号 銀 副理事長
横 塚 雅 実

4
理  事

(再任)

(アイサ
｀
フ マサシ)

東京都豊島区東池袋2丁 目38番-4-2002号 鉦

相 澤 正 司

理  事

(再任)

(シ
'ン ヒロオ) 千葉県浦安市日の出3-3-C-1502号 シーガーデン新浦

安
鉦

神  弘 夫

6
理  事

(再任)

(ヤマナカ タカシ)

岡山県岡山市北区庭瀬141-13 鉦

山 中 鷹 志

理  事

(再任)

(アタ
゛
チ タタ・オ)

神奈川県横浜市磯子区汐見台1丁 目5番3号・204号 毎

足 立 忠 郎

8
監  事

(再任)

(ツカハラ タンイチ)

東京都杉並区方南1丁 目30番3号 毎

塚 原 健 一


